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れ
て
い
る
。
次
節
か
ら
は
、「
北
京
市
ク
リ
ー

ン
行
動
計
画
」
の
内
容
を
目
標
ご
と
に
概
説

す
る
。

 
表
２
は
、「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
行
動
計
画
」

の
指
導
思
想
お
よ
び
基
本
原
則
と
目
標　

（
第
1
目
標
と
第
2
目
標
）
の
概
要
で
あ
る
。

第
1
目
標
の
正
式
な
タ
イ
ト
ル
は
、「
大
気
汚

染
の
防
止
・
対
策
業
務
が
直
面
す
る
形
勢
」

で
あ
る
。
内
容
は
、
前
半
で
北
京
市
が
オ
リ

ン
ピ
ッ
ク
の
開
催
を
契
機
に
、
大
気
汚
染
の

防
止
対
策
を
講
じ
て
き
た
こ
と
と
、
改
善
効

果
を
述
べ
て
い
る
。
後
半
で
は
経
済
の
急
激

な
発
展
に
よ
り
、
大
気
汚
染
物
質
の
存
在
量

の
削
減
と
、
増
加
量
の
抑
制
と
い
う
新
た
な

挑
戦
が
必
要
に
な
っ
た
こ
と
、
お
よ
び
厳
格

な
処
置
を
採
用
す
る
必
要
性
が
述
べ
ら
れ
て

い
る
。
こ
の
項
目
の
記
述
は
、
以
降
に
続
く

対
策
の
必
要
性
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
第

2
目
標
の
タ
イ
ト
ル
は
、「
指
導
思
想
・
基
本

原
則
と
目
標
」
と
な
っ
て
い
る
。

　

指
導
思
想
は
、
資
源
節
約
型
の
社
会
建
設
、

汚
染
物
質
の
総
量
抑
制
、
排
出
源
の
厳
格
な

管
理
と
な
っ
て
い
る
。

　

基
本
原
則
は
、
前
半
が
汚
染
負
荷
量
の
増

加
抑
制
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
の
改
善
、
産
業

配
置
の
改
善
、
多
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
・
高
汚

染
産
業
の
抑
制
、
生
産
工
程
と
管
理
の
改
善
、

産
業
構
造
の
最
適
化
、
環
境
の
監
督
管
理
強

化
と
な
っ
て
い
る
。
観
念
的
な
指
導
思
想
を
、

わ
か
り
や
す
く
具
体
化
し
た
記
述
と
い
え
よ

う
。
後
半
で
は
煤
塵
、
二
酸
化
硫
黄
、
窒
素

酸
化
物
、
揮
発
性
有
機
化
合
物
の
排
出
削
減

「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計

画
」
の
構
成

　

紹
介
す
る
資
料
の
一
つ
は
タ
イ
ト
ル
が
「
北

京
市
人
民
政
府
の
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行

動
計
画
（
2
0
1
1

－

15
大
気
汚
染
抑
制

措
置
）
を
印
刷
す
る
こ
と
に
関
す
る
通
知
：

11
年
4
月
1
日
」
と
な
っ
て
い
る
。
内
容
は

対
策
が
必
要
な
背
景
説
明
か
ら
始
ま
り
、
多

面
的
な
対
策
の
全
貌
が
記
載
さ
れ
て
い
て
興

味
深
い
。
タ
イ
ト
ル
が
長
い
の
で
、
本
稿
で
は

「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計
画
」
と
略

称
す
る
こ
と
に
す
る
。
端
的
に
い
う
と
「
方

針
と
具
体
策
」
と
考
え
て
よ
い
だ
ろ
う
。
量

が
多
い
の
で
詳
細
は
伝
え
き
れ
な
い
が
、
後

に
概
要
を
記
す
。
も
う
一
つ
は
「
北
京
市
13

年
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計
画
の
任
務
を
分

割
し
て
実
施
す
る
こ
と
の
通
知
・
京
政
弁
発

〔
2
0
1
3
〕
9
号
：
13
年
2
月
7
日
」

と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
タ
イ
ト
ル
も
長
い
の
で
、

本
稿
で
は
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計

画
の
役
務
分
担
」
と
略
称
す
る
こ
と
に
す
る
。

内
容
は
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計
画
」

の
実
施
機
関
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
市
政

府
が
関
連
部
門
と
機
関
に
指
示
す
る
一
種
の

行
政
命
令
書
と
考
え
て
よ
い
だ
ろ
う
。

　

表
1
に
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計

画
」
の
構
成
を
示
す
が
、
5
大
目
標
と
20
対

策
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
日
本
だ
と
各
目
標

の
下
位
階
層
に
対
策
を
列
挙
す
る
こ
と
が
多

い
が
、「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計
画
」

で
は
、
全
目
標
を
通
し
て
20
対
策
が
列
記
さ

　
2
0
1
3
年
の
1
月
頃
か
ら
北
京
の
大
気
汚
染
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
マ
ス
ク
で
自
衛
す
る
市
民
の
姿
が
テ
レ
ビ
視
聴
者
の
関
心
を
集
め
た
。
筆
者
は
1
9
9
0

年
代
か
ら
た
び
た
び
訪
中
し
て
い
る
が
、
灰
色
の
ス
モ
ッ
グ
に
覆
わ
れ
た
北
京
の
写
真
を
見
て
、「
つ
い
に
こ
こ
ま
で
き
た
か
」
と
い
う
印
象
を
受
け
た
。
と
い
う
の
も
、
日
本
で
は
70
年
代

に
大
気
汚
染
が
重
化
学
工
業
地
域
で
多
発
す
る
よ
う
に
な
っ
た
が
、
少
し
遅
れ
て
都
市
部
で
も
発
生
す
る
よ
う
に
な
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
原
因
は
大
気
汚
染
物
資
の
発
生
量
が
増
大
し
た
か

ら
だ
が
、
都
市
部
で
は
汚
染
源
の
種
類
と
数
が
非
常
に
多
い
の
で
、
対
策
は
広
範
囲
に
及
ば
ざ
る
を
得
な
い
。
こ
の
た
め
、
中
国
政
府
が
ど
の
よ
う
な
対
策
を
講
じ
よ
う
と
し
て
い
る
の
か

関
心
が
あ
っ
た
が
、
北
京
の
対
策
を
網
羅
し
た
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計
画
（
2
0
1
1

－15
）」
と
13
年
の
実
施
機
関
を
明
記
し
た
資
料
（
い
ず
れ
も
日
中
経
済
協
会
日
本
語
訳
）

を
入
手
し
た
の
で
2
回
に
分
け
て
紹
介
す
る
。

「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
空
気
行
動
計
画
」
を
読
む
①

―
基
本
原
則
と
総
量
抑
制

省
エ
ネ
・
環
境
コ
ー
ナ
ー
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目
標
は
、
達
成
期
限
が
明
示
さ
れ
て
お

り
、
北
京
・
天
津
・
河
北
地
域
は
15
年
ま
で

に
、
二
酸
化
硫
黄
、
二
酸
化
窒
素
、
一
酸
化

炭
素
、
ベ
ン
ゾ
ピ
レ
ン
、
フ
ッ
化
物
、
鉛
の
安

定
的
基
準
を
達
成
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。
浮
遊
粒
子
状
物
質
の
濃
度
は
、
10
年

よ
り
10
％
低
下
さ
せ
、
二
級
大
気
質
適
合
日

数
を
8
割
以
上
と
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

各
区
県
で
は
地
域
に
よ
っ
て
、
浮
遊
粒
子
状

物
質
の
濃
度
低
下
と
、
二
級
大
気
質
適
合
日

数
の
目
標
が
異
な
っ
て
い
る
。こ
の
目
標
か
ら
、

大
気
汚
染
物
質
と
し
て
は
煤
塵
、
二
酸
化
硫
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が
明
示
さ
れ
て
い
る
。
興
味
あ
る
記
述
と
し

て
は
、
汚
染
物
質
の
排
出
総
量
削
減
と
並
ん

で
、
首
都
エ
リ
ア
の
石
炭
ゼ
ロ
・
煤
塵
抑
制

地
区
の
実
現
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。
北
京
市

域
で
は
広
す
ぎ
る
の
で
、
石
炭
ゼ
ロ
・
煤
塵

抑
制
地
区
を
指
定
す
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

黄
、
窒
素
酸
化
物
、
揮
発
性
有
機
化
合
物
が
、

北
京
周
辺
で
は
二
酸
化
硫
黄
、
二
酸
化
窒
素
、

一
酸
化
炭
素
、
ベ
ン
ゾ
ピ
レ
ン
、
フ
ッ
化
物
、

鉛
の
6
物
質
が
削
減
目
標
と
な
っ
て
い
る
こ
と

が
わ
か
る
。
ま
た
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
の
濃

度
低
下
と
、
二
級
大
気
質
適
合
日
数
が
具
体

的
に
示
さ
れ
て
い
る
。
P
M
2
・
5 

を
含
む

微
粒
物
質
に
よ
る
大
気
汚
染
の
防
止
を
重
視

し
て
い
る
も
の
と
推
察
さ
れ
る
。

「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
行
動
計
画
」

の
総
量
規
制
と
経
済
発
展
方
式
　

（
第
3
目
標
）

　

表
３
に
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
行
動
計
画
」

の
総
量
規
制
と
経
済
発
展
方
式　
（
第
3
目

標
）
の
概
要
を
示
す
。

　

総
排
出
量
の
削
減
で
は
、
日
本
と
同
様
に

硫
黄
酸
化
物
と
窒
素
酸
化
物
が
対
象
に
な
っ

て
お
り
、
発
生
源
リ
ス
ト
を
作
成
す
る
こ
と

に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
は
該
当
設
備
の

種
類
と
規
模
の
要
件
を
決
め
、
届
け
出
を
義

務
付
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
各
発
生
源
へ
の

排
出
量
割
り
当
て
も
必
要
に
な
る
か
ら
、
環

境
行
政
機
関
の
事
務
負
担
が
大
き
く
な
る
で

あ
ろ
う
。

　

グ
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
体
系
の
構
築
に
は
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
基
本
計
画
と
天
然
ガ
ス

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
整
備
が
必
要
で
あ
る
。
15
年

ま
で
に
達
成
す
る
計
画
だ
か
ら
、
す
で
に
計

画
が
あ
る
程
度
で
き
て
お
り
、
実
現
性
の
見

通
し
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
石
炭
へ
の
依
存

表 1 「北京市クリーン行動計画」の構成
目標 内容

1 大気汚染の防止 （大気汚染防止対策の経緯・状況・必要性の指摘）
2 指導思想・基本原則と目標 ① 指導思想

② 基本原則
③ 目標

3 総量規制・経済成長方法転換 ④ 総量排出削減体系の完備
⑤ グリーンエネルギー体系の構築
⑥ 公共交通システムの整備・改善
⑦ 高環境負荷業種の立地制限
⑧ 工業の適正配置

4 6 大改善計画による
大気汚染の抑制

⑨ 石炭燃焼排ガス対策（6.1）
⑩ 自動車の環境負荷物質排出抑制（6.2）
⑪ 高環境負荷排出源対策（6.3）
⑫ 粉塵総合対策（6.4）
⑬ 自然生態系の維持と修復（6.5）
⑭ 環境保護の新技術応用（6.6）

5 環境管理機能の強化 ⑮ 環境保護責任業務の遂行
⑯ 法令と基準の整備
⑰ 環境経済施策の改善
⑱ 環境管理能力の向上
⑲ 地域の大気汚染共同抑制
⑳ 大衆の参加の推進

表 2 「北京市クリーン行動計画」の指導思想・基本原則と目標（第 1目標と第 2 目標）
目標 内容

1 大気汚染の防止 大気汚染防止対策の経緯と改善状況、および必要性の指摘
2 指導思想・

基本原則と目標
① 指導思想

科学的発展の貫徹。資源節約型・環境友好型の社会建設。汚染物質
の総量削減による大気環境の改善。発生源の管理強化と構造調整。
汚染対策の強化。地域環境負荷の共同抑制。

② 基本原則
汚染負荷量の増加抑制。グリーン発展の理念確立。エネルギー構造
の改善。産業配置の改善。多エネルギー消費・高汚染産業の抑制。
生産工程と管理の改善。産業構造の最適化。環境の監督管理強化。
煤塵・二酸化硫黄・窒素酸化物・揮発性有機化合物の排出削減。汚
染物質の排出総量削減。首都エリアの石炭ゼロ・煤塵抑制地区達成。

③ 目標
北京・天津・河北：15 年までに二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、
ベンゾピレン、フッ化物、鉛の安定的基準を達成。浮遊粒子状物質濃
度は10 年より10％低下。二級大気質適合日数 8 割以上。
各区県：浮遊粒子状物質濃度の10 年より 5％低下、二級大気質適合
日数 85％以上、あるいは地域により10％低下、二級大気質適合日数
80％以上、あるいは15％低下、二級大気質適合日数 76％以上。
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度
を
減
ら
し
、
天
然
ガ
ス
に
シ
フ
ト
さ
せ
る
の

が
基
本
方
針
と
い
え
よ
う
。

　

公
共
交
通
で
は
、
地
下
鉄
路
線
を
増
や
し

て
乗
用
車
を
減
ら
そ
う
と
し
て
い
る
。

　

高
環
境
負
荷
業
種
の
立
地
制
限
は
、
大
気

汚
染
防
止
に
有
効

だ
が
、
既
存
工
場
の

移
転
が
と
も
な
う
か

ら
、
時
間
が
か
か
る

で
あ
ろ
う
。
移
転
し

な
く
て
も
排
出
基
準

を
厳
格
に
適
用
す
れ

ば
、
汚
染
防
止
設
備

が
整
備
さ
れ
、
排
出

量
を
減
ら
せ
ら
れ
な

い
だ
ろ
う
か
。
日
本

は
都
市
近
郊
に
も
、

こ
こ
に
列
挙
さ
れ
た

種
類
の
工
場
が
立
地

し
て
い
る
が
、
大
気

汚
染
は
問
題
に
な
っ

て
い
な
い
。

　

工
場
の
適
正
配
置

は
、
当
然
の
政
策
で

あ
る
が
、日
本
の
「
工

場
立
地
法
」
の
よ
う

な
法
整
備
、
あ
る
い

は
厳
格
な
適
用
を
考

慮
し
て
い
る
の
で
あ

ろ
う
か
。

「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
行
動
計
画
」
の

６
大
改
善
計
画
に
よ
る
大
気
汚
染

の
抑
制
（
第
４
目
標
：
前
半
）

　

表
４
に
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン
行
動
計
画
」

に
示
さ
れ
た
６
大
改
善
計
画
に
よ
る
大
気
汚
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染
の
抑
制　
（
第
4
目
標
）
の
前
半
を
示
す
。

こ
の
６
大
改
善
計
画
が
「
北
京
市
ク
リ
ー
ン

行
動
計
画
」
の
根
幹
と
な
る
具
体
的
な
対
策

で
あ
る
。

　

1
番
目
の
改
造
計
画
は
石
炭
燃
焼
排
ガ
ス

対
策
で
、
6
項
目
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

　

一
つ
目
は
天
然
ガ
ス
を
燃
料
と
す
る
熱
電

セ
ン
タ
ー
を
4
カ
所
建
設
し
、
石
炭
燃
焼
を

削
減
す
る
計
画
で
あ
る
。
熱
電
セ
ン
タ
ー
は

発
電
所
が
電
力
と
同
時
に
、
地
域
に
暖
房
と

給
湯
用
の
温
水
ま
た
は
蒸
気
を
供
給
す
る
施

設
で
あ
る
。
日
本
に
は
少
な
い
が
、
気
候
が

寒
冷
な
ロ
シ
ア
・
北
欧
・
中
国
で
は
一
般
的

な
施
設
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
が
高
い
コ
ジ
ェ

ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

　

二
つ
目
は
市
内
の
六
つ
の
区
で
一
定
規
模
以

上
の
ボ
イ
ラ
ー
燃
料
を
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
転
換
し
、
基
本
的
に
石
炭
燃
焼
を
止
め
る

計
画
で
あ
る
。
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
種
類

は
明
記
さ
れ
て
い
な
い
が
、
天
然
ガ
ス
が
主

力
で
灯
油
や
Ｌ
Ｐ
Ｇ
も
含
ま
れ
て
い
る
可
能

性
が
あ
る
。

　

三
つ
目
は
郊
外
に
お
け
る
石
炭
燃
焼
か
ら

天
然
ガ
ス
燃
焼
へ
の
転
換
で
、
天
然
ガ
ス
供

給
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
未
整
備
地
区
は
L
P
G

に
転
換
す
る
。

　

四
つ
目
は
平
屋
住
宅
へ
の
対
策
で
、
暖
房

に
低
硫
黄
ブ
リ
ケ
ッ
ト
を
使
用
す
る
と
な
っ
て

い
る
。
ブ
リ
ケ
ッ
ト
は
細
か
く
砕
い
た
石
炭
の

粒
を
固
め
た
燃
料
で
、
日
本
で
は
同
様
の
燃

料
を
練
炭
と
か
、「
た
ど
ん
」
と
呼
ん
で
い
る
。

燃
焼
さ
せ
る
に
は
専
用
の
小
型
炉
が
必
要
だ

が
、
成
形
し
て
使
う
の
で
塊
炭
を
直
接
使
う

よ
り
燃
焼
効
率
が
高
い
。
興
味
深
い
の
は
、

大
気
汚
染
防
止
対
策
に
家
庭
用
の
暖
房
ま
で

組
み
込
ま
れ
た
点
に
あ
る
。
無
視
で
き
な
い

影
響
が
あ
る
の
で
あ
ろ
う
。

　

五
つ
目
は
「
都
市
の
中
の
村
」
対
策
で
、

ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
集
中
熱
供
給

地
域
で
は
石
炭
燃
焼
ボ
イ
ラ
ー
を
撤
去
す
る

こ
と
に
し
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
集
中
熱
供
給
が

あ
っ
て
も
、
費
用
が
安
い
石
炭
燃
焼
の
戸
別

暖
房
が
多
く
残
っ
て
い
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
。

　

六
つ
目
は
農
村
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
で
、

太
陽
熱
に
よ
る
給
湯
や
メ
タ
ン
発
酵
で
発
生

す
る
ガ
ス
の
使
用
を
求
め
て
い
る
。
生
ご
み
や

家
畜
の
糞
尿
を
タ
ン
ク
に
貯
蔵
し
、
発
酵
さ

せ
る
と
メ
タ
ン
が
発
生
す
る
か
ら
だ
が
、
日

本
で
も
過
去
に
一
部
地
域
で
利
用
し
て
い
た
こ

と
が
あ
っ
た
。
し
か
し
熱
量
が
低
く
不
安
定

な
の
で
、
ほ
と
ん
ど
が
L
P
G
に
代
替
さ
れ

て
し
ま
っ
た
。
中
国
も
農
村
に
ま
で
L
P
G

が
供
給
さ
れ
れ
ば
、
駆
逐
さ
れ
る
可
能
性
が

あ
る
。
な
お
、
石
炭
燃
焼
排
ガ
ス
対
策
で
、

13
年
度
の
全
市
石
炭
消
費
量
を
2
1
5
0

万
ト
ン
以
下
に
、
13
年
度
の
郊
外
区
県
は
12

年
の
5
％
減
に
抑
制
す
る
目
標
を
掲
げ
て
い

る
。
こ
の
よ
う
な
定
量
目
標
を
公
開
し
て
発

信
す
る
か
ら
に
は
、
相
当
の
見
通
し
が
あ
る

表３ 「北京市クリーン行動計画」の総量規制と経済発展方式（第 3 目標）
目標 内容

3 総量規制
・経済成
長方法転
換

④ 総量排出削減体系の完備
汚染源リスト作成、窒素酸化物・二酸化硫黄・揮発性有機化合物（VOC）の総
量排出削減プログラム明確化。計画作成および審査と実施。

⑤ グリーンエネルギー体系の構築
15 年までに石炭燃焼総量を 2,000 万トン以下にし、天然ガスの比率を 20％と
する。天然ガス供給パイプラインを建設する。新設のプロジェクトは、天然ガス
や電気などクリーンエネルギーを使用する。石炭・重油・アスファルトなど、高
環境負荷燃料使用プロジェクトの新増設は禁止。

⑥ 公共交通システムの整備・改善
15 年には全市の鉄道交通を 660km 以上とし、都市中心では公共交通の稼動
比率を 50％とする。（13 年は 460km、都市外出者の公共交通利用率 46％）

⑦ 高環境負荷業種の立地制限
高環境負荷業種を移転する。石油精製、セメント、鉄鋼、鋳造、ガラス、陶器
の新設と拡大を禁止。15 年までに、石油精製規模は1,000 万トン以下、セメ
ント生産規模は 700 万トン以下に抑制する。全市で 450 社以上を転出。

⑧ 工業の適正配置
新設および生産規模拡大工場は、業種別の工業開発区および園区に移転する。
大興安定化学工業基地と北京石油化学新材料科学技術産業基地を除き、その
他の地域では化学工業と石油化学関連の工場は新設しない。工業開発区と園区
は、技術レベルを高め、クリーン生産を実施し、汚染排出の減少を図る。



の
で
は
な
い
か
。

　

2
番
目
の
改
造
計
画
は
自
動
車
の
環
境
負

荷
物
質
排
出
抑
制
で
あ
る
。
細
か
く
見
る
と

5
項
目
あ
り
、
汚
染
物
質
排
出
基
準
の
強
化
、
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老
朽
車
両
の
廃
車
、
定
期
検
査
の
厳
格
化
な

ど
で
あ
る
。
こ
の
中
で
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
作
業
車

の
管
理
法
体
系
完
備
、
監
督
管
理
の
強
化
、

国
家
第
三
段
階
の
排
出
基
準
の
適
用
が
示
さ

JC ECONOMIC JOURNAL 6 月号 省エネ・環境コーナー

源
対
策
で
あ
る
。
3
項
目
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

　

一
つ
目
は
高
環
境
負
荷
工
場
の
移
転
で
、

セ
メ
ン
ト
工
場
や
レ
ン
ガ
工
場
な
ど
、
複
数

の
工
場
の
移
転
や
生
産
縮
小
が
明
示
さ
れ
て

い
る
。
特
定
工
場
の
閉
鎖
や
縮
小
を
、
期
限

を
決
め
て
実
行
す
る
計
画
を
公
表
す
る
の
だ

か
ら
、
す
で
に
ほ
ぼ
決
定
さ
れ
て
い
る
も
の
と

推
察
す
る
。

　

二
つ
目
は
産
業
の
大
気
汚
染
防
止
強
化
で

あ
る
。
生
産
工
場
に
は
汚
染
物
質
排
出
基
準

の
順
守
を
求
め
、
建
材
業
は
資
材
の
貯
蔵
・

輸
送
設
備
を
密
閉
化
し
て
粉
塵
の
飛
散
を
防

ぐ
よ
う
に
要
請
し
て
い
る
。
石
油
化
学
、
化

学
品
製
造
、
自
動
車
製
造
、
家
具
生
産
、
工

業
用
塗
装
、
包
装
印
刷
業
で
は
、
揮
発
性
有

機
化
合
物
（
V
O
C
）
の
排
出
を
抑
制
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
北
京
燕
山
石
油
化
学
公

司
で
は
、
排
煙
脱
硫
と
除
塵
対
策
を
完
成
さ

せ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
個
々
の
工
場
の
具

体
策
ま
で
計
画
で
指
示
し
、
実
行
を
迫
っ
て
い

る
の
に
は
感
心
し
て
し
ま
う
。
実
態
を
相
当

詳
し
く
把
握
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
。

　

三
つ
目
は
サ
ー
ビ
ス
業
も
例
外
で
は
な
く
、

レ
ス
ト
ラ
ン
に
は
煙
浄
化
施
設
を
設
置
し
て

油
煙
対
策
を
強
化
す
る
よ
う
に
指
示
し
て
い

る
。
営
業
用
の
小
規
模
石
炭
炉
や
、
露
天
の

焼
き
物
行
為
（
羊
の
串
焼
き
な
ど
）
ま
で
検

査
を
強
化
す
る
な
ど
、
徹
底
し
た
対
策
を
計

画
し
て
い
る
。

（
7
月
号
の
粉
塵
対
策
と
環
境
管
理
へ
続
く
）

れ
て
い
る
。
建
設
機
械
の
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ

ン
排
ガ
ス
に
よ
る
大
気
汚
染
が
、
無
視
で
き

な
い
と
の
判
断
で
あ
ろ
う
。

　

3
番
目
の
改
造
計
画
は
高
環
境
負
荷
排
出

表４ 「北京市クリーン行動計画」の 6 大改善計画による大気汚染の抑制（第 4 目標：前半）
目標 内容

4 （6.1）
石炭燃焼
排ガス対
策

⑨ 石炭燃焼排ガス対策
⑨ ‐1　大規模なガス燃料熱電センターを整備する。A:11年末までに東南熱電センタ
ーを建設し、国華北京熱電分公司の石炭燃焼発電所の代替とする。B・C:12 年末ま
でに西南熱電センターと東北熱電センターを建設する。D:14 年末までに西北熱電セ
ンターを建設し、京能熱電公司、大唐北京高井発電所の（石炭燃焼）の代替とする。
⑨ ‐2　15 年末までに、市内 6 つの区では基本的に石炭燃焼を廃止する。20トン以
上の石炭燃焼ボイラーは、クリーンエネルギー転換を促進する。
⑨ ‐3　郊外でも天然ガスなどクリーンエネルギー供給地区では、石炭燃焼ボイラー
をクリーンエネルギー使用に逐次改造する。国家級と市級の工業開発区と園区の熱
供給は、クリーン燃料の使用を要件とする。天然ガスパイプライン未整備地区では、
LPG・CNG・電力などへの転換を奨励する。
⑨ ‐4　低層面源の対策として、東城区と西城区では平屋や簡易建物の暖房を対象に、
クリーンエネルギーへの転換計画を作成し、14 年末までに完成する。（13 年は東城
2.7 万戸、西城 1.7 万戸。低硫黄ブリケットへの転換）
⑨ ‐5　都市と農村の結合地域では、「都市の中の村」の改造と新農村の建設を通じて、
クリーンエネルギーの使用を計画する。郊外の区県では、集中熱供給センターの供給
可能区域にある石炭燃焼ボイラーを解体撤去する。
⑨ ‐6 農村地区では太陽エネルギーやメタンガスの使用を奨励し、石炭燃焼を減らし
て選別前の原炭のバラ焼きを逐次禁止する。（13 年は全市石炭消費量 2,150 万トン
以下、郊外区県は石炭消費量を12 年の 5％低減）

（6.2）
自動車の
環境負荷
物質排出
抑制

⑩ 自動車の環境負荷物質排出抑制
⑩ ‐1　新車の排ガス排出基準を強化する。11年から新規公共交通車両に国家第五
段階の排出基準を適用する。12 年には新規ガソリン車と大型ディーゼル車に、同じ
段階の排出基準を適用する（基準に適合する燃料供給が必要）。
⑩ ‐2　老朽車両を廃車にする。15 年末までに、合計 40 万台の黄色ナンバープレー
ト全車両と、汚染物質を含む排ガスが多い老朽自動車の廃車に努力する。
⑩ ‐3　使用車両排ガスの監督管理を厳格に行う。黄色ナンバープレート車の行動制
限範囲を縮小し、汚染物質を含む排ガスの多い車両の運行を制限する。
⑩ ‐4　車両の定期検査を厳格に行い、路上と車庫での抜き取り調査を強化し、車両
の汚染物質排出基準達成を促進する。
⑩ ‐5　ディーゼル作業車の管理法規体系を完備して、販売と使用環境の監督管理を
強化し、国家第三段階の排出基準を適用する。

（6.3）
高環境負
荷排出源
対策

⑪ 高環境負荷排出源対策
⑪ ‐1　4 セメント工場を閉鎖する。12 年末までに、既存のコンクリート製造施設を
縮小する。15 年末までに、五環路以内のコンクリート製造施設とセメント部材工場
を移転させる。12 年末までに、焼結レンガの工場を閉鎖する。北京東方石油化工有
限公司の東方化工廠、北新集団建材股份有限公司、北京鹿牌都市生活用品有限公司、
北京市翔牌墻体材料有限公司、北京市西六建材有限責任公司などの工場移転調整を
行う。アスファルト防水コイル材、キューポラによる鋳造、カーバイト法によるアセチ
レンの製造工場などと、土砂石の採掘およびガラス製造などを逐次移転する。工業開
発区と園区以外の一定規模以下の化学工業、石灰石膏、石材加工とレンガ・瓦などの
工場を閉鎖する。
⑪ ‐2　工業汚染対策を深める。生産工場は汚染物質の排出基準を全面的に達成さ
せる。建材業は資材の貯蔵・輸送設備を密閉化し、粉塵汚染を抑制する。石油化学
工業、化学品製造、自動車製造、家具生産、工業用塗装、包装印刷業では、揮発
性有機化合物（VOC）の排出を抑制する。北京燕山石油化学公司では、排煙脱硫と
除塵対策を完成させる。
⑪ ‐3 レストランには煙浄化施設を設置するなど、油煙対策を強化する。営業用の小
規模石炭炉、露天の焼き物（例：羊の串焼き）などに対する検査を強化する。


